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[企業の社会貢献活動等に関する調査 結果概要] 

○県各課の法人登録制度登録企業 1,051 企業・事業所に対し、社会貢献活動の取組状況等に関

する調査を行うことで実態を把握した。 

○結果概要は、以下のとおりである。 

Ⅰ．社会貢献活動の実施状況等について 

・調査対象企業のうち、77%の企業は何らかの社会貢献活動を行っている。最も多くの企業

が行っているのは企業としてのボランティア活動への参加であり41.2%である。(設問3-1) 

・社会貢献活動を実施する理由は、「企業として、さらに地域社会に貢献したいため」(81.6%)

や「企業には社会的責任（ＣＳＲ）があると考えているため」(60.1%)の回答が多い。   

一方、社会貢献活動を実施しない理由としては「人的な余裕がないため」(66.2%)や「時

間的な余裕がないため」(51.5%)の回答が多い。（設問 5・6） 

Ⅱ．災害時の社会貢献活動について 

・災害時の社会貢献活動に取り組んだことのある企業は 54.3％であり、その内容として最も

多いのは行政・ボランティアセンター・市民活動団体等に対する寄附である。(21.5%)                           

（設問 7） 

・令和元年房総半島台風等により社会貢献活動の意識は大きく上昇した企業は 15.6%、やや

上昇した企業は 36.3%である。(設問 8) 

Ⅲ．新型コロナウイルス感染症の影響について 

・新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の意識変化については、大きく上昇

した企業 11.1%、やや上昇した企業 16.7%、やや低下した企業 11.5%、大きく低下した企業

6.3%であり、好影響と悪影響を受けた企業がどちらも存在している。（設問 9） 

・同様に、新型コロナウイルス感染症の影響による社会貢献活動の行動変化についても、新

たな社会貢献活動に取り組んだ企業(10.4%)や既に行っている社会貢献活動をより積極的

に実施した企業(7.2%)がある一方、行っていた社会貢献活動を休止した企業(19.7%)や既

に行っている社会貢献活動の活動頻度が低下した企業(21.1%)がある。（設問 10） 

Ⅳ．SDGsについて 

・ＳＤＧｓを意識した活動・事業を行っている企業は 22.6%である。またＳＤＧｓの影響に

より、社会貢献活動をより積極的に実施するようになった企業は 10.9%、社会貢献活動の

意識が高まっている企業は 33.0%であり、ＳＤＧｓは企業の社会貢献活動の実施にあたり、

一定の好影響を与えている。（設問 12・13） 

Ⅴ．連携・協働について 
・社会貢献活動に取り組むにあたり、連携・協働をして実施することは有意義だと考える企

業は 74.3%にのぼり、実際に連携・協働の経験がある企業は 63.7%である。連携相手は、

市町村行政(54.2%)や学校・教育機関(43.5%)が多いが、ＮＰＯ・ボランティア団体(32.1%)

や他の企業(28.2%)、地縁組織(23.7%)など、多様な主体と連携・協働していることがうか

がえる。（設問 14-16） 

・連携・協働の課題として、連携・協働相手の情報が不足していること(40.3%)や経済的・

人的余裕がないこと(40.3%)を挙げた企業が最も多い。（設問 17） 
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２（４） 県職員アンケート調査結果 

〇調査概要 

知事部局、議会事務局、各行政委員会及び公営企業に係る本庁各課、各出先機関の職員約   

10,000 名に対し、市民活動団体への理解や協働にあたっての課題意識等に関するアンケート

調査を実施。 

 実施期間：令和 2年 12 月 1 日～12 月 28 日 

回答者数：1,083 名（回収率約 10.8％） 

〇調査結果 

〔回答者の種別〕 

設問１ 該当する番号を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回のアンケート調査に回答した職員は、82.7%が一般職員、17.3%が管理職である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.7%

17.3%

設問１ 回答者の種別

１．一般職員

２．管理職 R2(n=1,083) 
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〔回答者の性別〕 

設問２ 該当する性別を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回のアンケート調査に回答した職員は、74.5%が男性、25.2%が女性、0.3%がその他である。 

 

〔回答者の年齢〕 

設問３ 該当する年齢を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回のアンケート調査に回答した職員は、0.9%が 20 歳未満、24.7%が 20 代、16.0%が 30 代、19.9%

が 40 代、30.6%が 50 代、7.8%が 60 代以上である。 

 

 

74.5%

25.2%

0.3%

設問２ 回答者の性別

１．男性

２．女性

３．その他

0.9%

24.7%

16.0%

19.9%

30.6%

7.8%

設問３ 回答者の年齢

１．20歳未満

２．20～29歳

３．30～39歳

４．40～49歳

５．50～59歳

６．60歳以上

R2(n=1,079) 

R2(n=1,080) 
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〔回答者の性別〕 

設問２ 該当する性別を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回のアンケート調査に回答した職員は、74.5%が男性、25.2%が女性、0.3%がその他である。 

 

〔回答者の年齢〕 

設問３ 該当する年齢を選択してください。 

 

（結果概要） 

 今回のアンケート調査に回答した職員は、0.9%が 20 歳未満、24.7%が 20 代、16.0%が 30 代、19.9%

が 40 代、30.6%が 50 代、7.8%が 60 代以上である。 

 

 

74.5%

25.2%

0.3%

設問２ 回答者の性別

１．男性

２．女性

３．その他

0.9%

24.7%

16.0%

19.9%

30.6%

7.8%

設問３ 回答者の年齢

１．20歳未満

２．20～29歳

３．30～39歳

４．40～49歳

５．50～59歳

６．60歳以上

R2(n=1,079) 

R2(n=1,080) 
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〔市民活動団体に対する印象〕 

設問４ 市民活動団体（※）についてどのような印象を持っていますか。あてはまる番号すべて

を選択してください。 

※市民活動団体とは、地域に存在する様々な課題の解決を自発的に図り、地域社会をより

豊かにして行こうとする社会貢献活動（「県民活動」）を行う団体のことで、法人格の有無

は問いません。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体に対する印象としては、「行政や企業ではなかなかできない活動をしている」が 

58.7%と最も多い。また、「どの程度役に立っているのか疑問である」や「市民活動団体が事業を 

行って、利益を上げることに疑問を感じる」、「法人格のない市民活動団体はあまり信用が出来な 

い」を選択した職員は減少傾向にある。 

24.8%

48.5%

29.8%

40.7%

44.4%

43.5%

46.2%

30.3%

27.2%

14.6%

29.4%

55.7%

35.0%

44.3%

51.1%

39.4%

38.2%

25.1%

25.2%

14.8%

21.3%

65.5%

23.9%

30.8%

19.7%

35.9%

22.6%

17.3%

16.5%

1.8%

19.7%

62.2%

19.4%

27.0%

22.4%

33.5%

21.8%

14.3%

17.0%

5.4%

28.9%

58.7%

38.2%

21.6%

29.0%

24.5%

23.9%

25.9%

5.8%

8.3%

6.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

１．県民の多様なニーズに対応している

２．行政や企業ではなかなかできない活動をしている

３．社会に役立っている

４．きめ細かい活動をしている

５．自己実現を図り、支えあう仲間を作る場となってい

る

６．今後、市民活動が盛んになったほうがよいと思う

７．どの程度役に立っているのか疑問である

８．行き過ぎた活動が心配である

９．市民活動団体が事業を行って、利益を上げることに

疑問を感じる

１０．法人格のない市民活動団体はあまり信用が出来な

い

１１．自分には関係ない

設問４ 市民活動団体に対する印象

H20(n=2,497) H23(n=1,032) H26(n=1,082) H29(n=1,005) R2(n=1,070)

５．自己実現を図り、支えあう仲間を作る場と 
なっている 

９．市民活動団体が事業を行って、利益を 
上げることに疑問を感じる 

１０．法人格のない市民活動団体はあまり 
信用が出来ない 
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〔協働が必要だと思う分野〕 

設問７ 設問６で「1．そう思う」「2．どちらかといえば、そう思う」と答えた方に伺います。    

どのような分野で協働していくことが必要だと思いますか。あてはまる番号すべてを選択

してください。 

 
（結果概要） 
 協働が必要だと思う分野については、「地域安全」が 64.4%と最も多い。 

 
 

37.4%

25.0%

33.6%

23.5%

30.4%

26.7%

29.7%

7.4%

11.1%

9.7%

31.3%

4.5%

5.6%

4.4%

9.2%

9.6%

7.1%

1.0%

57.2%

44.7%

62.1%

43.2%

53.3%

52.2%

64.4%

11.9%

13.5%

16.3%

46.1%

9.6%

6.2%

8.8%

12.2%

12.0%

18.0%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．学術・文化・芸術・スポーツ

５．環境保全

６．災害救援

７．地域安全

８．人権平和

９．国際協力

１０．男女共同参画

１１．子ども

１２．情報化社会

１３．科学技術

１４．経済活動

１５．職業能力

１６．消費者保護

１７．NPO支援

１８．その他

設問７ 協働が必要だと思う分野

H29(n=590) R2(n=657)
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〔市民活動団体との協働経験〕 

設問５ 市民活動団体と協働して業務を進めた経験がありますか。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働経験については、18.4%は経験がある、81.6%は経験がないという状況で

ある。また、協働経験がある職員は年々減少している。 

 

〔市民活動団体との協働推進の必要性〕 

設問６ 県として、市民活動団体との協働を積極的に推進していく必要性があると思いますか。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働を推進する必要性については、11.6%は必要である、49.5%はどちらかと

いえば必要、13.9%はどちらかといえば必要ではない、4.7%は必要でない、20.3%は分からないと

いう結果であった。前回調査から大きな変化は見られない。 

18.4%

21.6%

24.7%

81.6%

78.4%

75.2%

R2(n=1,073)

H29(n=1,000)

H26(n=1,082)

設問５ 市民活動団体との協働経験

１．ある ２．ない

11.0%

11.4%

13.5%

9.0%

11.6%

44.1%

49.3%

52.9%

49.6%

49.5%

17.0%

14.1%

13.7%

16.3%

13.9%

7.8%

6.4%

5.0%

6.3%

4.7%

20.1%

18.8%

15.0%

18.9%

20.3%

H20(n=2,497)

H23(n=1,032)

H26(n=1,082)

H29(n=1,007)

R2(n=1,080)

設問６ 市民活動団体との協働を積極的に推進していく

必要性があると思うか

１．そう思う ２．どちらかといえば、そう思う

３．どちらかといえば、そう思わない ４．そう思わない

５．分からない
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〔協働が必要だと思う分野〕 

設問７ 設問６で「1．そう思う」「2．どちらかといえば、そう思う」と答えた方に伺います。    

どのような分野で協働していくことが必要だと思いますか。あてはまる番号すべてを選択

してください。 

 
（結果概要） 
 協働が必要だと思う分野については、「地域安全」が 64.4%と最も多い。 

 
 

37.4%

25.0%

33.6%

23.5%

30.4%

26.7%

29.7%

7.4%

11.1%

9.7%

31.3%

4.5%

5.6%

4.4%

9.2%

9.6%

7.1%

1.0%

57.2%

44.7%

62.1%

43.2%

53.3%

52.2%

64.4%

11.9%

13.5%

16.3%

46.1%

9.6%

6.2%

8.8%

12.2%

12.0%

18.0%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．学術・文化・芸術・スポーツ

５．環境保全

６．災害救援

７．地域安全

８．人権平和

９．国際協力

１０．男女共同参画

１１．子ども

１２．情報化社会

１３．科学技術

１４．経済活動

１５．職業能力

１６．消費者保護

１７．NPO支援

１８．その他

設問７ 協働が必要だと思う分野

H29(n=590) R2(n=657)
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〔市民活動団体との協働経験〕 

設問５ 市民活動団体と協働して業務を進めた経験がありますか。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働経験については、18.4%は経験がある、81.6%は経験がないという状況で

ある。また、協働経験がある職員は年々減少している。 

 

〔市民活動団体との協働推進の必要性〕 

設問６ 県として、市民活動団体との協働を積極的に推進していく必要性があると思いますか。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働を推進する必要性については、11.6%は必要である、49.5%はどちらかと

いえば必要、13.9%はどちらかといえば必要ではない、4.7%は必要でない、20.3%は分からないと

いう結果であった。前回調査から大きな変化は見られない。 

18.4%

21.6%

24.7%

81.6%

78.4%

75.2%

R2(n=1,073)

H29(n=1,000)

H26(n=1,082)

設問５ 市民活動団体との協働経験

１．ある ２．ない

11.0%

11.4%

13.5%

9.0%

11.6%

44.1%

49.3%

52.9%

49.6%

49.5%

17.0%

14.1%

13.7%

16.3%

13.9%

7.8%

6.4%

5.0%

6.3%

4.7%

20.1%

18.8%

15.0%

18.9%

20.3%

H20(n=2,497)

H23(n=1,032)

H26(n=1,082)

H29(n=1,007)

R2(n=1,080)

設問６ 市民活動団体との協働を積極的に推進していく

必要性があると思うか

１．そう思う ２．どちらかといえば、そう思う

３．どちらかといえば、そう思わない ４．そう思わない

５．分からない
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〔市民活動団体との協働の課題〕 

設問９ 市民活動団体との協働事業を行うに際して、課題に感じることはどのようなことですか。

あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働の課題については、「市民活動団体や協働に対する職員の知識・経験が不

足している」が 56.4%と最も多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

56.4%

10.9%

8.3%

45.2%

52.7%

40.5%

35.3%

18.7%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１．市民活動団体や協働に対する職員の知識・経験が不

足している

２．協働事業を実施するメリットが分からない

３．協働に適した事業がない

４．協働相手となる市民活動団体の情報が不足している

５．協働相手となる市民活動団体の組織基盤や信頼性が

分からない

６．市民活動団体と協働する場合、調整に労力を要する

ことや事務量が増大することが懸念される

７．行政と市民活動団体の間を取り持つコーディネー

ターがいない

８．協働にあたって、部局横断で取り組むことが難しい

９．その他

設問９ 市民活動団体との協働の課題

R2(n=1,026)
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〔市民活動団体との協働に期待すること〕 

設問８ 市民活動団体と事業を行うに際して、どのようなことを期待しますか。あてはまる番号

すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働に期待することについては、「地域社会の活性化が期待できる」が 60.0%

と最も多く、前回調査から大きな変化はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.9%

8.9%

57.7%

23.9%

69.2%

6.4%

53.5%

12.0%

57.0%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

１．より県民のニーズに沿った事業を展開できるなど、

行政サービスの質を向上させることができる

２．行政の透明性を高めることができる

３．行政への市民参加を推進することができる

４．コストダウンを図ることができる

５．地域社会の活性化が期待できる

６．その他

設問８ 市民活動団体との協働に期待すること

H23(n=626) H26(n=719) H29(n=590) R2(n=993)
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〔市民活動団体との協働の課題〕 

設問９ 市民活動団体との協働事業を行うに際して、課題に感じることはどのようなことですか。

あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働の課題については、「市民活動団体や協働に対する職員の知識・経験が不

足している」が 56.4%と最も多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

56.4%

10.9%

8.3%

45.2%

52.7%

40.5%

35.3%

18.7%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１．市民活動団体や協働に対する職員の知識・経験が不

足している

２．協働事業を実施するメリットが分からない

３．協働に適した事業がない

４．協働相手となる市民活動団体の情報が不足している

５．協働相手となる市民活動団体の組織基盤や信頼性が

分からない

６．市民活動団体と協働する場合、調整に労力を要する

ことや事務量が増大することが懸念される

７．行政と市民活動団体の間を取り持つコーディネー

ターがいない

８．協働にあたって、部局横断で取り組むことが難しい

９．その他

設問９ 市民活動団体との協働の課題

R2(n=1,026)
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〔市民活動団体との協働に期待すること〕 

設問８ 市民活動団体と事業を行うに際して、どのようなことを期待しますか。あてはまる番号

すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 

 市民活動団体との協働に期待することについては、「地域社会の活性化が期待できる」が 60.0%

と最も多く、前回調査から大きな変化はない。 
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１．より県民のニーズに沿った事業を展開できるなど、

行政サービスの質を向上させることができる

２．行政の透明性を高めることができる

３．行政への市民参加を推進することができる

４．コストダウンを図ることができる

５．地域社会の活性化が期待できる

６．その他

設問８ 市民活動団体との協働に期待すること

H23(n=626) H26(n=719) H29(n=590) R2(n=993)
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〔市民活動団体の情報取得手段〕 

設問１０ 市民活動団体の情報をどのように得ていますか。（社会貢献活動の情報収集やボランテ

ィアへ参加、協働相手の情報収集）あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体の情報取得手段については、「新聞・雑誌・テレビ・ラジオ」が 39.5%と最も多い。 

 

 
 
 
 
 

39.5%

4.6%

16.2%

14.2%

14.9%

4.2%

6.4%

4.2%

16.3%

1.4%

14.6%

0.8%

12.4%

24.0%

1.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

１．新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

２．書籍

３．研修・セミナー・イベント等

４．委託先や助成先、連携相手など業務上の関係者

５．住所地の回覧板

６．表彰事例・助成金採択情報

７．友人・知人

８．中間支援組織が発信する情報（ＳＮＳ含む）

９．市民活動団体が発信する情報（ＳＮＳ含む）

１０．内閣府ＨＰ

１１．自治体・市民活動支援センターが発信する情報

（ＳＮＳ含む）

１２．パートナーシップ推進員（同会議含む）

１３．庁内の掲示板やチラシ、供覧資料

１４．市民活動団体の情報を得たことはない

１５．その他

市民活動団体の情報をどこで得ているか（複数回答）

R2(n=986)

２（５） 市町村アンケート調査結果 
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２（５） 市町村アンケート調査結果 

〇調査の概要 
 県内市町村市民活動担当課に対し、協働の成果や課題、課題解決のために必要なこと等に 
関する実態調査を実施。 
  実施期間：令和 5年 2月 6日～令和 5年 3月 3日 

 回 答 数：54 市町村（回収率 100％） 

〇調査結果 

〔市民活動の活発化〕 

設問１ ここ数年(3 年程度)で市民活動が活発になってきたと思いますか。該当する番号１つを

選択してください。 

（結果概要） 

 ここ数年で市民活動が活発化しているかについて、22.2%の市町村が「そう思う」、38.9%の市町

村が「そうは思わない」、38.9%の市町村が「わからない」と回答しており、「そう思う」と回答し

た市町村は 5.6 ポイント減少した。 
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R4(n=54)
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H29(n=54)

H26(n=54)

設問１ 市民活動の活発化

１．そう思う ２．そうは思わない ３．わからない
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